
WTO加盟に前進した中国と我が国企業への影響

要　旨

1.  中国のWTO加盟が、いよいよ今年度中に実現しそうである。WTO加盟により、中国
は、安定成長、雇用の確保、海外からの直接投資の増加を期待している。

2.  中国指導者にとって、WTO加盟のもう一つの大きな狙いは、外圧を利用して国内の構
造改革を一気に進めることにある。すなわち、国際競争に晒されることなく保護され
てきた分野（農業、国有企業や金融機関等）のﾘｽﾄﾗを、外資への市場開放という荒療
治を通じて行ない、効率的な経済ｼｽﾃﾑを目指そうとしている。

3.  　中国の市場開放は、世界の企業にとって大きなﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽをもたらすだろう。すで
に欧米企業は、中国市場の開放を見越して、通信、自動車、小売等の分野で、大型投
資に乗り出しつつある。 

4.  　これまで中国を生産拠点として位置付けてきた我が国も、欧米企業に後れを取るこ
となく、国内ﾏｰｹｯﾄを重視した事業戦略へ見直す良い機会といえよう。 

１　中国、WTO加盟に大きく前進

　1999年11月のWTO加盟に関する米中合意に続き、今年の5月19日（金）、中国政府は欧州
連合（EU）との間で二国間交渉を妥結した。その翌週5月24日（水）に、米国下院議会は、
中国に対して恒久的最恵国待遇を与える法案を可決した。
　二つの大きなﾊｰﾄﾞﾙを乗り越え、中国は、WTO加盟に大きく前進した。1986年に前身の
ガットへ加盟申請して以来、14年越しの交渉が結実することになる。これにより、中国は、
農業、通信、自動車、卸小売、金融など広範囲にわたって外資へ市場を開放することにな
る。

　 

WTO加盟により、海外からの直接投資増、安定成長、新規雇用を期待

　中国としては、外資への市場を開放することにより、海外からの直接投資を呼びこみ、安
定的な経済成長、新規の雇用確保等を期待している。中国経済は、1992年以来、本格的な改
革開放路線に踏み切り、中国沿海部を中心とした外資系企業の直接投資増により経済発展を
遂げてきた。外資による直接投資額の累計は、2700億㌦、外資系企業数は12万社、雇用従業
員数は、都市部労働力の10分の1に相当する17百万人に達している（英字誌Ecomist98年10月
号）。外資系企業は、中国の輸出額の5割（工業製品では4分の3）を稼ぎ、いまや中国経済を
牽引する機関車役である。
　98年、99年と、中国経済は、景気後退局面にあり、海外からの直接投資も頭打ち傾向に
あった。

表―１　中国のGDP成長率と海外からの直接投資



96年 9 97年 98年 99年

GDP成長率 .6％ 8.8％ 7.8％ 7.1％ 

海外直接投資 417億㌦ 453億㌦ 456億㌦ 400億㌦ 

注）資料：中国統計局、対外経済貿易年鑑
　中国としては、WTO加盟、国内市場開放により、海外からの直接投資を増加させ、安定成
長への流れを再び加速させたい考えである。中国の人民日報が伝えるところでは、WTO加盟
による経済効果として、GDP成長率の2.94％押上げ、数百万人の新規雇用を見込んでいる。 

　 

２　WTO加盟のもう一つの狙い

　中国の指導者は、WTO加盟により、国内の構造問題を一気に荒療治しようとの狙いがあ
る。中国経済は、９０年代に目覚しい経済発展を遂げてきたが、一方で計画経済の負の遺産
を依然として引きずっている。生産性が低く非効率な農業や国有企業、不良債権を多く抱え
る国有銀行などである。

国有企業：96年現在、国有企業は11万社、工業生産部門では全国従業員の約3割に 
　　　　　　相当 する4千万人強を雇用。過剰人員（３分の1）、負債過多、従業員に対する
　　　　　　 社会保障負担等からその半数が赤字との見方がある。

国有銀行：赤字の国有企業に対する融資により、不良債権は貸付残高の25％に達している 　
　　　　　　　　　　　（97年末、人民銀行調べ）。

　

改革派の朱首相は「WTO加盟が非効率な産業をﾘｽﾄﾗする最善の方法」と認識

中国の指導者は、国内市場開放により、これまで保護されてきた国内産業を外資との厳しい
競争に晒し、市場原理を通じて思い切ったﾘｽﾄﾗに乗り出そうとしている。農業や自動車など
の分野では、関税率が下がることで割安な輸入が増え、国内事業者に大きな打撃が予想され
る。銀行や通信、卸小売等では、外資参入による競争激化が避けられない。

表―２　WTO加盟と国内産業への影響（各種資料より、政策銀行作成）

WTO加盟による市場開放 国内産業に与える影響

農業 
輸入農産物の関税率低減
米国からの小麦一部輸入禁止を解除

米国やｶﾅﾀﾞから安い小麦等の輸入増加
華北地域の穀倉地帯等に打撃（離農者
は１千万人に上るとの試算も）

自動車 
2005年までに輸入関税率を現行の80
～100％から25％に大幅に低減 

国産車価格より割安な輸入車の増加非
効率な国内ﾒｰｶｰ120社は淘汰再編へ 　



銀行
外国銀行による人民元業務を、WTO加
盟後2年以内に法人取引、5年以内に個
人取引について認可 

外資への市場開放により、競争激化 
通信 

WTO加盟後３年以内に、携帯電話で外
資出資比率を49％まで認める 

卸小売
WTO加盟3年以内に、外資参入にかかわ
る全ての規制撤廃 

　外資への国内市場開放は、短期的には、農業部門からの離農者や淘汰される国有企業から
の失業者が増大するなど大きな社会不安要因になりかねない。中国の指導者にとって
は、WTO加盟が、吉（効率的な経済ｼｽﾃﾑへ移行）となるか、それとも凶（経済社会の混乱）
となるか、大きな賭けといえよう。

外資導入により沿海部と中西部の所得格差を是正

　指導者の頭を悩ませているのは、ﾘｽﾄﾗが遅れた国内産業だけではない。外資導入を梃子に
大きく経済発展を遂げた沿海部と開発から取り残された中西部における所得格差の問題もあ
る。中国の一人当たりGDP所得は、700㌦弱であるが、表―３に見られるように、大きな地域
格差が生じている。

表―３　一人当たりGOP指標（99年中国統計局） 

都市部 農村部 

沿海部 788～2439㌦ 372～660㌦

中部 523～701 ㌦ 214～334㌦

西部 539～753 ㌦ 148～222㌦

中国政府は、今年度のｲﾝﾌﾗ投資3960億㌦のうち約7割を中西部地区の道路、通信、ﾀﾞﾑなどに
注ぎ込む計画であるが、財政支援にも限界がある。WTO加盟を機に、中西部への外資誘致を
促進させ、地域振興の起爆剤にしたい方針である。

３　欧米企業の戦略 

　中国のWTO加盟は、巨大な中国市場が開放され、海外の企業にとって大きなﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽを
もたらす。欧州や米国は、通信関連、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ、自動車、金融（個人ﾛｰﾝ）、農産物などの国
内ﾏｰｹｯﾄに照準を合わせている。通信関連を例にとっても、人口12億人を擁する中国市場は、
欧米企業にとって極めて魅力的な市場である。

表―4　中国通信市場の爆発的な伸び（単位：百万人） 

97年 98年 99年 平均伸び率

固定回線加入者 70.3 87.4 108.8 24％ 



携帯電話加入者 13.7 25.0 43.2 78％ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾕｰｻﾞｰ数 1.4 2.4 3.8 65％ 

資料）中国情報産業省、米国調査会社IDC 

調査会社IDCによると、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾕｰｻﾞｰ数は、2003年までに3千万人に達するとの予測があり、
中国は世界で第3位のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ大国となる。

　

潜在的な巨大市場に照準、欧米企業はすでに布石

　欧米企業の一部は、中国のWTO加盟を見越して、布石を打ちつつある。

表－5　欧米企業の進出事例（現地ﾋｱﾘﾝｸﾞ、新聞記事等から政策銀行作成）

金融 
英国系のHSBC（香港上海銀行）が、香港から上海へ中国事業本部を移
転富裕層を対象とした個人ﾛｰﾝ等のﾘﾃｰﾙ分野に進出 

自動車 
米国GM社が、上海に大型生産拠点（投資額15億㌦）99年に2万台生
産、2004年には10万台を計画 

流通小売 ﾌﾗﾝｽ大手ｽｰﾊﾟｰのｶﾙﾌｰﾙ社が、上海に進出（大型ｽｰﾊﾟｰ4店舗を展開） 

消費財関連 米国ｺﾀﾞｯｸ社が、ｶﾗｰﾌｨﾙﾑの生産拠点に10億㌦投資 

通信関連 
米国ﾓﾄﾛｰﾗ社は、コンピュター一体型の携帯電話ﾓﾃﾞﾙを中国市場に投入ｲ
ﾝﾀｰﾈｯﾄ事業にも進出計画 

　

４　我が国企業への影響 

　

　

　我が国は、中国にとって最大の貿易ﾊﾟｰﾄﾅｰである。 

表―6　99年の中国貿易額（相手国別、単位：億㌦） 

輸出 輸入 輸出入合計額 同左構成比

日本 323 337 660 18.3％ 

米国 419 194 613 17.0 ％ 

EU 302 254 556 15.4 ％ 

香港 368 68 436 12.1％ 



韓国 78 172 250 6.9 ％ 

台湾 39 195 234 6.5 ％ 

その他 420 438 858 23.8％ 

合計 1949 1658 3607 100.0 ％ 

注）中国税関統計 

　

　欧米企業が、WTO加盟を機に、中国市場への攻勢を強めようとしているが、我が国の企業
は、どのように考えているのだろうか。
　ｼﾞｪﾄﾛでは、2000年3月に、中国の日系製造業（北京、大連、上海、華南地区）1243社を対
象に「日系製造業活動実態調査」を実施している。それによれば、回答企業の5割が、中国
のWTO加盟を「ﾌﾟﾗｽ」効果と期待している。期待できる効果としては、「制度運用面での透
明度向上」「関税引き下げ」「規制緩和」｢情報公開｣「市場開放」などとしている。また今
後の事業展開として、「事業規模の拡大に前向き」と回答した企業が67.9％に達している。 

　

中国国内ﾏｰｹｯﾄを重視した事業戦略への見直しの好機

　これまで日本企業は、どちらかといえば対中投資を、生産拠点として活用してきた。しか
し、中国の国内市場も、90年代の高成長を踏まえて着実に育ってきている。沿海部の都市生
活者を中心に、車や化粧品、ﾌｧｯｼｮﾝ製品など高級消費財への嗜好が急速に高まってきてい
る。WTO加盟による国内市場の開放は、日本企業にとっても大きなﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽになるだろ
う。欧米企業に後れを取ることなく、中国国内ﾏｰｹｯﾄを重視した事業戦略への見直しの好機か
もしれない。
　実際、消費関連財分野では、国内ﾏｰｹｯﾄを狙った投資が相次いでいる。

表－7　中国市場を狙った対中投資動向

自動車 
ﾄﾖﾀ自動車、2002年から年産3万台規模で生産開始（天津市） 医薬品
製剤工場新設（天津市） 

化粧品 
ｺｰｾｰ（中国市場で化粧品ｼｪｱ―第2位）、
2000年5月第2工場増設（杭州市） 

ﾋﾞｰﾙ 
ｻﾝﾄﾘｰ（99年上海地区ｼｪｱ―30％第1位）2001年第2工場増設（上海周
辺） 

醤油 ｷｯｺｰﾏﾝ、2001年から現地生産販売開始（江蘇省） 

医薬品 田辺製薬、2001年から

注）新聞等から政策銀行作成 

この他、急成長が見込まれる携帯電話事業でも、三菱電機が、現地生産の拡大（2000年50万
台／年から2004年700万台へ）などを計画している。こうした中国市場重視の流れは、WTO



加盟を機に、一層加速されることになろう。
　我が国の対中投資を届出ﾍﾞｰｽで振り返ると、95年をﾋﾟｰｸに減少してきた。 

表―8　我が国企業の対中投資実績（金額：億㌦）

９４年 ９５年 ９６年 ９７年 ９８年

対中投資額 25.6 44.7 25.1 19.9 10.6

注）大蔵省統計（届出ﾍﾞｰｽ） 

　減少してきた要因はいろいろあるが、中国特有の様々な投資障壁の存在も大きいと指摘さ
れている。中国側の国際的な法制度や商道徳の欠如、官僚機構の朝令暮改や汚職など「不合
理」「非論理的」な経験を積み重ねるなかで、中国投資に対してやや消極的になる向きも少
なくなかったとされる。中央政府も、こうした投資障壁は充分に認識しており、地方政府に
よる非合法的な税金取り立てなどに対して厳しく取り締まっていくなど、投資環境の改善を
誓っている。
　WTO加盟による市場開放、中国政府の投資環境改善への取り組みなどが、日本企業にとっ
て対中投資の追い風になることを期待したい。 

　

「ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ」計画を軸にITﾊﾌﾞを目指す香港

　

要　　　旨

1.  ｱｼﾞｱにおける金融・物流のﾊﾌﾞとして知られる香港が、ﾗｲﾊﾞﾙのｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙに対抗し
て、ITﾊﾌﾞを目指して本格的に動き出した。

2.  その象徴とも言えるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが、「ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ」計画である。香港島の南西　部に世
界的なIT企業や内外のﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ関連企業などを集積させて、一大IT　ｺﾝﾌﾟﾚｯｸｽを建設
しようとしている（総工事費20億㌦、2007年完成予定）。

3.  官民挙げてのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄには、特徴的な仕掛けがなされている。一つには、　　行政と
民間ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰの役割分担の明確化により、事業の効率化、迅速な遂行　　が可能に
なっていることである。二つ目には、優良住宅開発を組み合わせ、　その開発利益の
投入により、入居するﾃﾅﾝﾄにとって魅力あるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにして　　いることである。

4.  民間の事業主体は、香港最大手財閥系の新興ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ企業ｸﾞﾙｰﾌﾟPCCWで　ある。「ｻ
ｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ」を拠点にｱｼﾞｱにおいて双方向ﾃﾚﾋﾞなど本格的なﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ　ｻｰﾋﾞｽに乗り出
そうとしており、その動向が注目される。

　

１　ITﾊﾌﾞを目指す香港



～産業構造の高付加価値化を迫られる香港～

　香港は、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙと並んで、ｱｼﾞｱにおける金融・物流のﾊﾌﾞとして、強い競争力を誇ってい
る。 

表―１　香港の概要（数字は99年） 

人口 690万人 

GDP 1579億㌦ 

一人当たりGDP 23千㌦ 

株式市場時価総額 5450億㌦（ｱｼﾞｱで日本に次ぎ第2位） 

外国為替（先物等含む）取扱高 
一日当たり820億㌦（ｱｼﾞｱで日本、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙに次ぎ第3
位） 

港湾ｺﾝﾃﾅ取り扱い能力 11.5百万TEUｓ（世界最大級）

新空港年間乗降客数（98年7月開
業） 

35百万人（ｱｼﾞｱ最大級） 

注）資料：香港貿易発展局 

　しかし、その香港にも悩みがある。それは、世界ﾄｯﾌﾟｸﾗｽの一人当たりGDPに示されるよう
な高い賃金水準、ﾆｭｰﾖｰｸやﾛﾝﾄﾞﾝ並みのｵﾌｨｽ賃料など、ﾋﾞｼﾞﾈｽｺｽﾄが極めて高いことである。
製造業の中国華南地区へのｼﾌﾄにより、GDPに占める製造業の比率が1割を切るなど、香港経
済は金融・不動産や卸小売などｻｰﾋﾞｽ業を中心とした産業構造になっている。しかし21世紀に
向けて、都市としての競争力を保ち続けるためには、ﾊｲｺｽﾄｴｺﾉﾐｰに見合う付加価値の高い産
業を振興する必要に迫られている。

～ﾗｲﾊﾞﾙのｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙに対抗、次世代の産業としてITに焦点～ 　

ﾗｲﾊﾞﾙのｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙは、90年代には入って「IT2000」計画（92年発表）など数々のIT振興策を推
進してきた。その結果、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの普及率は今や米国並みである。またIBMを始めとする世界
的なIT関連企業が次々にｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙに集積しており、ｱｼﾞｱのITﾊﾌﾞとしての地歩を着々と築きつ
つある。

表－２　ｱｼﾞｱにおけるｲﾝﾀｰﾈｯﾄ普及率（％）

98年 99年

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 24 32 

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 19 29

香港 12 16

台湾 11 14

ﾏﾚｰｼｱ（半島部） 5 8



注）資料：AC　Nielsen 

自由市場を標榜する香港は、これまで行政主導の経済政策には積極的でなかったが、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰ
ﾙに先行された状況を挽回すべく、98年4月に、IT政策を推進する行政組織（IT・放送庁）を
新設した。次いで98年11月に「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ２１」計画を発表、香港を21世紀のｱｼﾞｱにおけるITﾊﾌﾞ
とする戦略を打ち出した。
　計画では、社会生活、ﾋﾞｼﾞﾈｽｼｰﾝなど、あらゆる領域でのIT化を推進するため、通信ｲﾝﾌﾗの
整備、電子商取引の普及、教育・人材育成、ﾛｰｶﾙのIT企業振興などに取り組むことになって
いる。

表―３　香港の「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ２１」計画

4大戦略 具体的な政策（手段） 

高度通信ﾈｯﾄﾜｰｸシステムの構築 通信ｲﾝﾌﾗの整備 

電子商取引の普及に関する条件整備 
中国語による電子取引、電子署名認証制度、電子商取
引法の整備 

ITに関する教育・人材育成 IT教育の徹底（学校教育ｶﾘｷｭﾗﾑの25％をIT化）

官民挙げてIT革命を推進 
電子政府の実現香港発のﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱｺﾝﾃﾝﾂ供給ﾛｰｶﾙIT産
業の育成ﾛｰｶﾙ中小企業等の電子商取引普及 

注）資料：香港IT・放送庁

　「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ21」計画のｺﾞｰﾙは、香港を世界的な電子商取引の重要なﾊﾌﾞとするとともに中国本
土への情報ｹﾞｰﾄｳｪｲの役割を果すようにすることである。

２　ｱｼﾞｱのｼﾘｺﾝﾊﾞﾚｰをめざす「サイﾊﾞｰポート」計画 

～世界のIT企業を集積させてｱｼﾞｱのｼﾘｺﾝﾊﾞﾚｰをめざす～ 

　

香港のﾃﾞｼﾞﾀﾙ21計画を象徴する官民の合同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが、2000年の夏にｽﾀｰﾄする。それは、香
港島の南西部に位置する風光明媚な海岸沿いに世界のIT産業を集積させてｱｼﾞｱのｼﾘｺﾝﾊﾞﾚｰを
目指そうとする「ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ」計画である。ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄｵﾌｨｽ、ﾎﾃﾙや商業施設に加えて高層住宅
ｱﾊﾟｰﾄなど開発延べ床面積50万㎡、総工事費20億米㌦に達するﾋﾞｯｸﾞﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄである。

表―４　「ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ」計画の概要 

ｺﾝｾﾌﾟﾄ 
世界最先端のIT企業、香港のﾛｰｶﾙIT企業やIT専門家を集積創
造的な知的活動を保証する快適なｵﾌｨｽ、住環境を提供 

建設地点 香港島南西部　TelegraphBay（都心部から車で10分）26ha 

総工事費 158億香港㌦（20億米㌦） 



開発内容（延べ床面積） 
ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ：ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄｵﾌｨｽ（93千㎡）ﾎﾃﾙ・商業施設（36千
㎡）分譲住宅ｽﾍﾟｰｽ：高層ｱﾊﾟｰﾄ等（375千㎡） 

工期
ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ：2000年夏～2003年末
分譲住宅ｽﾍﾟｰｽ：2004年～2007年 

事業主体 
香港特別行政府：土地を提供、ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ施設を所有・運営
民間ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰPCCWｸﾞﾙｰﾌﾟ：施設建設を請け負い 

注）資料：香港IT・放送庁 

　

～官民の思惑が一致して誕生～ 

　「ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ」計画は、ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ事業をｱｼﾞｱで大々的に展開することを目論む民間企
業PCCWｸﾞﾙｰﾌﾟのｱｲﾃﾞｨｱと、ITﾊﾌﾞを目指す香港特別行政府の思惑が一致して誕生したもので
ある。これまでの経緯は次の通り。 

表―５　「ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ」計画の経緯 

99年3月 香港特別行政府、「ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ」計画を発表 

99年9月 PCCWｸﾞﾙｰﾌﾟと開発基本合意書を締結 

2000年5月 開発最終合意書をPCCWｸﾞﾙｰﾌﾟと締結 

それぞれ次のようなﾒﾘｯﾄを享受しうることになる。

表―６　「ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ」計画のﾒﾘｯﾄ 

　 メリット 

香港特別行政府 IT政策の推進：ITﾊﾌﾞのﾗﾝﾄﾞﾏｰｸとなるｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄを取得雇用効果：ｻ
ｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ新規就業者12千人 

PCCWｸﾞﾙｰﾌﾟ ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ事業の拠点確保：ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄにﾃﾅﾝﾄとして入居経済効果：
建設請負でﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰとしての収益確保 

注）各種資料より政策銀行作成

～事業の見通し：世界的なIT企業が入居の意向～ 

　

　ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄの完成は、2007年を予定している。割安なﾃﾅﾝﾄ賃料設定に加え最先端の高速大容
量通信ｲﾝﾌﾗやIT企業集積によるｼﾅｼﾞｰ効果などが期待されることから、すでに世界的なIT企
業15社がｱﾝｶｰﾃﾅﾝﾄとして入居する意向を示しているほか、海外31社を含む121社から問合せが
あるという（香港IT・放送庁）。ﾃﾅﾝﾄ募集に当たっては、ｱｼﾞｱを代表するｲﾝﾀｰﾈｯﾄ企業として



評価が高いPCCWｸﾞﾙｰﾌﾟのﾈｯﾄﾜｰｸが最大限に活用されることになる。 

表―７　ﾃﾅﾝﾄについて

ﾃﾅﾝﾄ予定数 
中～大企業30社（従業員100～500名）
小企業100社（従業員50名程度） 

ターゲット 

世界的なIT関連企業
先端的なＩＴ関連企業

　　　　例）遠隔教育、証券取引、ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ映画製作、ｿﾌﾄｳｪ
ｱ―、
　　　　　　情報ｲﾝﾌﾗﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽ 

主要なｱﾝｶｰﾃﾅﾝﾄ 
米国：IBM、CiscoSystems、Microsoft 、Oracle 、HP、Yahoo!
日本：ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ、光通信
香港：PCCW、Legend 

注）資料：香港IT・放送庁 

　

　

３　「ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ」計画の特徴的な仕掛け

　官民の合同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ「ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ」計画には、特徴的な仕掛けがなされてい
る。 

～行政と民間の役割分担を明確化することで民間の活力を生かす～ 　

香港特別行政府とPCCWｸﾞﾙｰﾌﾟは、計画をｽﾀｰﾄさせるに当たって、役割分担を明確化した膨
大な覚書を締結している。基本的な考え方は次の通りである。 

表―８　官民の役割分担 

香港特別行政府 
建設用地26ha提供、完成後のｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ施設を所有・運営
　　 

PCCWｸﾞﾙｰﾌﾟ 
ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰとして完成までの全てのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｽｸを負担例）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ総工事費を20億米㌦で保証（値増工事費分は自己
負担） 

　

PCCWｸﾞﾙｰﾌﾟにとって、完成までの全てのﾘｽｸを負うことで割に合わないように見える。しか
し、後述するように住宅分譲による利益が確実視され、その利益について資金負担に応じた
配分方法が覚書で定められていることが、PCCWｸﾞﾙｰﾌﾟのｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞになっている。PCCWｸﾞﾙ
ｰﾌﾟは、不動産ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰとしての経験・ﾉｳﾊｳを生かし、事業を効率的にかつ迅速に進めるこ
とが自らの利益の最大化につながることになる。一方、そのことが行政府にとっても利益に



なるのは言うまでもない。 

　

～住宅分譲による開発利益をﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに投入～ 　

　


